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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１. 商号 

第 四 証 券 株 式 会 社 

 

２. 登録年月日（登録番号） 

平成１９年 ９月３０日（関東財務局長（金商）第１２８号） 

 

３. 沿革及び経営の組織 

 （1） 会社の沿革 

年   月 沿      革 
 

 

 

昭和２７年 ８月 

昭和２９年 ２月 

昭和３６年１０月 

昭和３７年 ５月 

昭和４４年１１月 

昭和４７年 ３月 

昭和５２年１０月 

昭和５５年 ７月 

 

昭和５９年１１月 

昭和６０年 １月 

昭和６１年１０月 

昭和６１年１２月 

昭和６３年 ７月 

昭和６３年 ９月 

昭和６３年１０月 

平成 ２年 ６月 

平成 ５年 ３月 

平成 ９年１１月 

平成 ９年１２月 

 

平成１０年 ９月 

平成１０年１２月 

平成１２年 ２月 

平成１２年 ４月 

平成１４年１１月 

平成１８年 ３月 

平成１９年 ９月 

平成１９年１１月 

平成１９年１１月 

平成２１年１２月 

平成２５年 ３月 

平成２５年 ３月 

平成２５年 ３月 

平成２５年 ７月 

 

平成２７年１０月 

 

 

 

 

長岡市呉服町に「中証券株式会社」を創立 

大手出張所を新設 

直江津支店を新設 

小千谷営業所を新設（現：小千谷支店） 

本店新築移転(長岡市城内町 2-7-5)、大手営業所廃止 

糸魚川営業所を新設（現：糸魚川支店） 

三条営業所を新設（現：三条支店） 

新潟営業所を新設（現：新潟支店） 

新潟証券取引所正会員加入 

本店新築移転（長岡市城内町 3-8-26） 

高田営業所を新設（現：高田支店） 

長岡駅前営業所を新設 

豊栄営業所を新設  

東京営業所を新設 

本店長岡分室を新設 

資本金６億円となる 

柏崎営業所を新設（現：柏崎支店） 

豊栄営業所、長岡駅前営業所、本店長岡分室を廃止 

「新潟証券株式会社」に商号変更 

燕支店、新発田支店、六日町支店、新津支店、村上営業所   

（現：村上支店）を新設 

東京営業所を廃止 

証券業の登録［関東財務局長(証)第 101 号］ 

新潟証券取引所会員脱退 

東京証券取引所正会員加入 

加茂営業所を新設 

資本移動により「第四銀行グループ」となる 

金融商品取引業の登録[関東財務局長（金商）第 128 号] 

ジャスダック証券取引所参加者資格取得（現：大阪証券取引所） 

西新潟支店を新設 

長岡大手支店を新設 

西新潟支店を廃止 

出来島支店を新設 

加茂営業所を廃止 

大阪証券取引所取引参加者資格契約解除 

（東京証券取引所との現物市場統合のため） 

「第四証券株式会社」に商号変更 

第四銀行完全子会社（株式交換） 
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（2）経営の組織 

  

 

 

 

 

 
 

営 業 統 括 部

新 発 田 支 店

新 津 支 店

柏 崎 支 店

六 日 町 支 店

株 主 総 会

組　織　図

取 締 役 会

経 理 部

糸 魚 川 支 店

長岡大手 支店

直 江 津 支 店

小 千 谷 支 店

執行役員会

専務取締役

コンプライアンス本部

営
業
本
部

取 締 役

常務取締役

引 受 審 査 室

コンプライアンス部

業務システム部

燕 支 店

法 人 部

村 上 支 店

社 長 コンプライアンス委員会

経 理 課

会 長

高 田 支 店

監 査 役 会

出 来 島 支 店

ホー ムト レー ド室

営
業
店

新 潟 支 店

売 買 審 査 課

本 店 一 課

本 店 管 理 課

本 店 二 課

推 進 課

銀 証 連 携 室

証 券 事 務 課

監 査 課

営 業 管 理 課

シ ス テ ム 課

本 店 営 業 部

業 務 課管
理
本
部

企 画 課

人 事 研 修 課

総 務 課

経 営 企 画 部

営 業 企 画 部

三 条 支 店

監 査 役

『組織図』 
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４. 株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の 

議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名 又 は 名 称 
 

 

 

保 有 株 式 数 割 合 

１．株 式 会 社 第 四 銀 行 ３,９４９,０００株  １００.００％ 

合      計 ３,９４９,０００株  １００.００％  

 

５. 役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取締役会長 斎  藤  良  人 有 常 勤 

取締役社長 髙  橋  尚  樹 有 常 勤 

常務取締役 

（内部管理統括責任者） 
河  田     昇 無 常 勤 

常務取締役 佐  藤  浩  郎 無 常 勤 

取  締  役 武  井  邦  夫  無 常 勤 

監 査 役 吉  岡  博  雄 － 常 勤 

監 査 役 関  澤  正  道 － 非常勤 

監 査 役  佐  野  栄 日 出 － 非常勤 

監  査  役 佐  藤  孝  一 － 非常勤 
 

 

監査役佐野栄日出氏および佐藤孝一氏の 2名は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役で 

あります。 

 

６． 政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則を 

いう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる 

名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある 

者を含む。）の氏名 

氏    名 役   職   名 

中 川    晃 管理本部副本部長（内部管理統括補助責任者） 

住 田  康 彦 コンプライアンス部次長（内部管理統括補助責任者） 
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(2) 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28条第 6項に規定する投資助言業をいう。）

又は投資運用業務（同条第 4項に規定する投資運用業務をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を

含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法第 2条第 8項第 11 号ロに規定する金融商品

の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者を含む。）の氏名 

     該当ありません。 

 

(3) 投資助言・代理業（法第 28 条第 3項に規定する投資助言・代理業をいう。）に関し、法第 29条の 2

第 1 項第 6号の営業所又は事務所の業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有す

る者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏

名 

     該当ありません。 

 

７.  業務の種別 

金融商品取引業（法第２条第８項） 

1. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

2. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理 

3. 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引ならびに外国金融商品市場

における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

4. 有価証券の引受け 

5. 有価証券の募集又は私募 

6. 有価証券の売出し 

7. 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

8. 有価証券取引等又はデリバティブ取引に関して、顧客から金銭又は有価証券の預託を受けること 

9. 社債等の振替に関する法律に規定する社債等の振替を行うために口座の開設を受けて社債等の振替

を行うこと 

10. 前各号の業務のほか、金融商品取引法その他の法律により金融商品取引業者が営むことができる業務 

11. その他前各号に付随又は関連する一切の業務 
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８. 本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は 

事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 郵便番号 所   在   地 

本   店 940-0061 長岡市城内町三丁目 8番地 26 

村 上 支 店 958-0854 村上市田端町 9番 33 号 

新発田支店 957-0061 新発田市住吉町三丁目 4番 28号 

新 潟 支 店 951-8066 新潟市中央区東堀前通七番町 1078 番地 2 

出来島支店 950-0962 新潟市中央区出来島二丁目 1番 24号 

新 津 支 店 956-0864 新潟市秋葉区新津本町三丁目 18 番 2 号 

燕  支 店 959-1258 燕市仲町 3番 3号 

三 条 支 店 955-0061 三条市林町一丁目 1番 8号 

長岡大手支店 940-0062 長岡市大手通二丁目 8番地 

小千谷支店 947-0028 小千谷市城内二丁目 1番 2号 

六日町支店 949-6680 南魚沼市六日町 103 番地 2 

柏 崎 支 店 945-0055 柏崎市駅前二丁目 3番 4号 

直江津支店 942-0084 上越市五智新町１番 28号 

高 田 支 店 943-0834 上越市西城町三丁目 7番 8号 

糸魚川支店 941-0061 糸魚川市大町一丁目 5番 7号 
 

 

９.  他に行っている事業の種類 

     該当ありません。 

１０.  苦情処理及び紛争解決の体制 

金融商品取引法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講ずるほか、特定非営利活

動法人 証券・金融商品あっせん相談センター「ＦＩＮＭＡＣ」との間で特定第一種金融商品取引業

務に係る手続実施基本契約を締結したことにより「指定紛争解決機関による苦情及び紛争解決のあっ

せん」による措置を講じている。                

 

１１.  加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

「日本証券業協会」 

 

１２.  会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

「株式会社 東京証券取引所」 

 

１３.  加入する投資者保護基金の名称 

「日本投資者保護基金」 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度におけるわが国の市況は、期初は原油安の一服やドル高是正、米国利上げ観測が後退し

たことから一進一退となり、6月下旬には英国の国民投票で EU 離脱が選択されると、欧州経済の先行

き懸念などから一時的に大きく下振れしたものの、消費増税延期や政策期待から持ち直しました。 

夏場になり、世界的に景気対策への期待や米国の雇用が大きく伸び、その後トランプ氏が米国大統

領選挙を制したことから、減税やインフラ投資等の政策が米景気を押し上げるとの期待が高まり株価

は上昇しました。年明け以降は、トランプ大統領の政策が不透明ではあるものの、堅調に推移しまし

た。 

そのような中で当社は、昨年度より実施の中期経営計画「CCC プラン」に則り、4つの経営戦略「収

益力、基盤の拡大」「第四銀行グループとして総合力発揮」「本部・営業店一体の顧客対応」「人材の育

成強化」に取り組み、とりわけ第四銀行との紹介仲介の推進をはじめとした連携を強化し、グループ

として金融サービスの一層の向上に努めてまいりました。 

第 67期におきましては、最終年度となる中期経営計画「CCC プラン」を徹底推進し、トップライン

の引き上げと収益構造の改善に向けて、各種施策を着実・強力に実施して参ります。 

 

〔受 入 手 数 料〕 

   前期の通り、年度を通して方向感のない市況が続き、また、海外の政局リスク等から様子見の展開

となり、基盤拡大（預り有り口座は 1,969 口座増加）は相応の成果はあったものの、受入手数料は低

迷し、以下の結果となりました。 

・株式の委託売買金額は前期比 19.7％減尐の 102,836 百万円となり、その結果、株式部門の受入手

数料は同 20.6％減尐の 873 百万円となりました。 

・募集・売出しの取扱高は前期比 7.1％減尐の 49,589 百万円となり、その結果、投資信託部門の受

入手数料は同 34.8%減尐の 525 百万円となりました。 

 

〔トレーディング損益〕 

トレーディング損益は、紹介仲介や相場環境に応じた商品選定によるニーズ喚起等により仕組債の

販売が大幅増加し、前期比 105.2％増加の 1,165 百万円となりました。 

なお、紹介仲介によるグループ収益は前期比 616 百万円増加の 949 百万円となりました。 

 

〔損 益 の 状 況〕 

当期の損益の状況につきましては、先に述べた部門別収益の状況から、受入手数料合計は前期比

26.6％減尐の 1,404 百万円となりました。外国債券販売等によるトレーディング損益ならびに金融収

支を含む純営業収益では前期比 3.1％増加の 2,586 百万円となりました。また、費用面におきまして

は、当事業年度の販売費・一般管理費は前期比 8.0％減尐の 2,522 百万円となりました。 

その結果、当事業年度の営業損益は 63百万円となり、経常損益は 253 百万円となりました。 

さらに、投資有価証券売却益等 389 百万円を特別利益に計上し、資産売却損等 8百万円を特別損失

に計上した結果、当期純利益は 445 百万円となりました。 
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２. 業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

                                （単位：百万円） 

 平成２7 年３月期 平成２8 年３月期 平成２9 年３月期 

資 本 金 ６００ ６００ ６００ 

発行済株式総数 ４,０６３千株 ３,９４９千株 ３,９４９千株 

営 業 収 益 ２,８１３ ２,５１７ ２,５９０ 

   (受入手数料) ２,２７４ １,９１３ １,４０４ 

(( 委託手数料 )) １,４４０ １,１９８   ９２１ 

(( 引受・売出し・特定 

投資家向け売付け勧誘 

等の手数料 )) 

 ０    ３     １ 

(( 募集・売出し・特定 

投資家向け売付け勧誘 

等の取扱い手数料 )) 

６０２   ４９８ ３０５ 

((その他の受入手数料)) ２２９  ２１２ １７５ 

   (トレーディング損益) ４９３   ５６８   １，１６５ 

     (( 株券等 )) １６６    ７７ ０ 

     (( 債券等 )) ３２６  ４９０   １，２６６ 

     (( その他 )) － －     △１０１     

純 営 業 収 益 ２,７９４ ２,５０８ ２，５８６ 

経 常 損 益 ７２９ △６６ ２５３ 

当 期 純 損 益 ６３８  ５８１ ４４５ 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

   ① 株券の売買高の推移  

                                （単位：百万円） 

 平成２７年３月期 平成２８年３月期 平成２９年３月期 

自  己 ２２ １,３５２ ４２７ 

委  託 １５８,８７５ １２８,２０３   １０２，８３６ 

計 １５８,８９７ １２９,５５６   １０３，２６３ 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し 

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

                              （単位：千株、百万円） 

 区  分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の  

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

平

成

27

年

3

月

期 

株券 ４８ ４８ － ２ － － － 

国債証券 －   １,１７３  － － 

地方債証券 －   １２０  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 ５０ － － － － － － 

受益証券    ６３，３２８ － － － 

その他 － － － － － － － 

平

成

28

年

3

月

期 

株券 ４９ ４９ － ０ － － － 

国債証券 －   ５４８  － － 

地方債証券 －   １８０  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 １５０ － － － － － － 

受益証券    ６０，０１４ － － － 

その他 － － － － － － － 

平

成

29

年

3

月

期 

株券 １５ １５ － １ － － － 

国債証券 －    ５４０  － － 

地方債証券 －   １８０  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 １５０ － － － － － － 

受益証券    ５４，６５３ － － － 

その他 － － － － － － － 
 

 

 

 

 

 

(3) その他業務の状況 

該当ありません。 
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(4) 自己資本規制比率の状況 

                              （単位：％、百万円） 
 

 平成２７年３月期 平成２８年３月期 平成２９年３月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ 

×100） ３７０．８ ４０１.１ ４８３．０ 

固定化されていない自己 

資本（Ａ） １０,９８６ １０,５７５ １０，０５２ 

リスク相当額（Ｂ） ２,９６２ ２,６３６ ２，０８１ 

 市場リスク相当額 ２,３５５ １,９７９ １，３４１ 

 取引先リスク相当額 ６４ ５５ ６７ 

 基礎的リスク相当額 ５４２ ６０１ ６７１ 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

                                  （単位：名） 
 

 平成２７年３月期 平成２８年３月期 平成２９年３月期 

使 用 人 ２０８ ２１１ ２０５ 

（うち外務員） （２０４） （２０５） （１９８） 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

(1) 貸借対照表 

（単位：百万円）  
 

科      目 

 

前 期  

（平成 28 年 3月 31 日） 

当 期 

（平成29年3月31日） 

（ 資 産 の 部 ）   

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

顧 客 分 別 金 信 託 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

商 品 有 価 証 券 

約 定 見 返 勘 定 

信 用 取 引 資 産 

信 用 取 引 貸 付 金 

信用取引借証券担保金 

立 替 金 

短 期 差 入 保 証 金 

前 払 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

未 収 収 益 

繰 越 税 金 資 産 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

社 内 長 期 貸 付 金 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

11,077 

5,787 

3,700 

3,700 

28 

28 

127 

1,304 

1,295 

9 

― 

2 

0 

4 

39 

41 

42 

7,771 

1,241 

297 

13 

588 

7 

334 

17 

11 

5 

0 

6,513 

6,373 

0 

31 

48 

73 

△15 

13,707 

6,094 

5,700 

5,700 

51 

51 

257 

1,508 

1,469 

39 

― 

2 

0 

4 

3 

47 

38 

6,902 

1,211 

278 

12 

580 

5 

334 

15 

11 

3 

0 

5,674 

5,541 

0 

30 

38 

79 

△15 

資 産 合 計 18,848  20,609 
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（単位：百万円） 
 

科      目 

 

前 期 
（平成 28 年 3月 31 日） 

当 期 
（平成29年3月31日） 

 

 
 

( 負 債 の 部 ) 
 

 

 

    

流 動 負 債 4,129  6,667  

信 用 取 引 負 債 61  113  

信 用 取 引 借 入 金 42  46  

信用取引貸証券受入金 19  67  

預 り 金 3,374  5,818  

受 入 保 証 金 389  439  

未 払 金 1  8  

未 払 費 用 72  130  

未 払 法 人 税 等 127  57  

賞 与 引 当 金 90  93  

役 員 賞 与 引 当 金 11  4  

リ ー ス 債 務 1  1  

固 定 負 債 2,352  2,104  

繰 延 税 金 負 債 1,777  1,520  

退 職 給 付 引 当 金 559  384  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9  13  

リ ー ス 債 務 5  4  

長 期 未 払 金 ―  182  

特 別 法 上 の 準 備 金 16  12  

金融商品取引責任準備金 16  12  

負 債 合 計 6,499  8,785  
 

 

 

 

（ 純 資 産 の 部 ）     

株 主 資 本 8,308  8,338  

資 本 金 600  600  

資 本 剰 余 金 4  4  

資 本 準 備 金 4  4  

利 益 剰 余 金 7,704  7,734  

利 益 準 備 金 146  146  

そ の 他 利 益 剰 余 金 7,558  7,588  

 別 途 積 立 金 5,140  5,140  

 繰越利益剰余金 2,418  2,448  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

4,041 

4,041 

 3,485 

3,485 

 

純   資   産   合   計 12,349  11,824  

負  債 ・ 純  資  産  合  計 18,848  20,609  
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 (2) 損益計算書 

                   （単位：百万円）  

 前 期 

（平成28年3月 31日） 

当 期 

（平成 29 年 3月 31

日） 

営  業  収  益 2,517  2,590  

 受 入 手 数 料 1,913  1,404  

 トレーディング損益 568  1,165  

 金 融 収 益 35  20  

金  融  費  用 9  4  

純 営 業 収 益 2,508  2,586  

営  業  費  用 2,744  2,522  

 販売費・一般管理費 2,744  2,522  

営 業 利 益 △236  63  

営 業 外 収 益 170  190  

 投資有価証券配当金 161  180  

 雑 益 9  10  

営 業 外 費 用 0  0  

 雑 損 0  0  

経 常 利 益 △66  253  

特  別  利  益 982  389  

 固 定 資 産 売 却 益 3  ―  

 投資有価証券売却益 979  385  

 金融商品取引責任準備金戻入益 ―  3  

特  別  損  失 60  8  

 固 定 資 産 除 却 損 37  0  

 固 定 資 産 売 却 損 15  8  

 減 損 損 失 7  ―  

税 引 前 当 期 純 損 益 855  634  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 264  185  

法 人 税 等 調 整 額 9  △4  

当 期 純 損 益 581  445  
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(3) 株主資本等変動計算書 

 

〔前期〕               自 平成 27年 4 月 11 日 

至 平成 28年 3月 31 日 
                                                                                （単位：百万円）  

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
 株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金  

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 600 4 4 146 5,140 1,929 7,215 △72 7,746 

当期変動額          

剰余金の配当      △19 △19  △19 

当期純利益      581 581  581 

自己株式の取得         ― 

自己株式の消却      △72 △72 72 ― 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 
         

当期変動額合計 － － － － － 488 488 72 561 

当期末残高 600 4 4 146 5,140 2,418 7,704  ― 8,308 

 

 

 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評 価 ・換 算   

差 額 等合 計 

当期首残高 4,658 4,658 12,404 

当期変動額    

剰余金の配当   △19 

当期純利益   581 

自己株式の取得   ― 

自己株式の消却   ― 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 
△616 △616   △616 

当期変動額合計 △616 △616 △55 

当期末残高 4,041 4,041 12,349 
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〔当期〕               自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 平成 29年 3月 31 日 
                                                                   （単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
 株主資本  

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 600 4 4 146 5,140 2,418 7,704 8,308 

当期変動額         

剰余金の配当      △414 △414 △414 

当期純利益      445 445 445 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

        

当期変動額合計 － － － － － 30 30 30 

当期末残高 600 4 4 146 5,140 2,448 7,734 8,338 
 

 
 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評 価 ・換 算   

差 額 等合 計 

当期首残高 4,041 4,041 12,349 

当期変動額    

剰余金の配当   △414 

当期純利益   445 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 
△555 △555 △555 

当期変動額合計 △555 △555 △525 

当期末残高 3,485 3,485 11,824 
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(4) 個別注記表  

当社の貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成 18 

年法務省令第 13号）の規定のほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成 19 年内閣府令 

第 52 号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業 

協会自主規制規則)に準拠して作成しております。 

なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示してあります。 

 

［重要な会計方針に関する事項に関する注記］ 

 

 

前 期 

 自 平成 27 年 4月 １日 

 至 平成 28 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

 自 平成 28 年 4月 １日 

 至 平成 29 年 3月 31 日 
 

 

１．所有有価証券の評価方法 

（1）トレーディング商品 時価法 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの    時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算出） 

時価のないもの   移動平均法による原価法 

 

 

 

１．所有有価証券の評価方法 

（1）トレーディング商品 時価法 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの   時価法 

同 左 

 

時価のないもの   移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用してお

ります。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

を採用しております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産   

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法を採用しております。 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、当社所

定の計算方法で算出した支給見込額を計上しており

ます。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込

額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務（簡便法による期末自己都合要

支給額）及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する役員退職慰労金に充て

るため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附

属設備を除く）並びに平成 28 年 4月 1日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については定額法を採

用しております。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 

同 左 

 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

  同 左 

 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同 左 

 

 

 

（2）賞与引当金 

     同 左 

 

 

(3) 役員賞与引当金 

 同 左 

 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務（簡便法による期末自己都合要

支給額）を計上しております。 

 

(5) 役員退職慰労引当金 

同 左 
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所 有 権 

(6) 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるため、金

融商品取引法第 46 条の 5 の規定に基づく方法によ

り、金融商品取引責任準備金を計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 
 

 

 

(6) 金融商品取引責任準備金 

同 左 

 

 

 

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

同 左 

 

５．重要な会計方針の変更 

（1）減価償却に関する会計基準 

       法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に

かかる減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）

を当会計期間に適用し、平成 28 年 4 月 1 日以降に

取得した建物付属設備及び構築物に係る減価償却

方法を定率法から定額法に変更しております。な

お、この変更による影響は軽微であります。 

 
 

 

 

 

 

 

〔表示方法の変更に関する注記〕 

〔前期〕 

  受益証券追加設定払込金の表示方法の変更 

   受益証券追加設定払込金 118,456 千円は、従来、貸借対照表上、立替金（前事業年度 115,331 千円）

に含めて表示しておりましたが、新基幹システムによる計上科目変更に伴い当事業年度より、約定見

返勘定（当事業年度 127,018 千円）に含めて表示しております。 

〔当期〕 

  （損益計算書） 

    為替差損益（「為替差損」101,181 千円）は、従来、金融収益または金融費用に含めて表示しており

ましたが、新基幹システム導入を契機として実態をより反映した計上科目への見直しを行い、当事業

年度より、トレーディング損益に含めて表示しております。なお、前事業年度の為替差損は 5,826 千

円です。 

 

〔追加情報に関する注記〕 

〔当期〕 

  （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針） 

    「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月

28 日）を当事業年度から適用しております。 

  （確定拠出年金への移行） 

     当社は、平成 28 年 4月 1日に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へと移行し、「退

職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第 1号）を適用しております。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 27 年 4月 １日 

至 平成 28 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 
 

 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）短期借入金の担保に供している資産 

土 地 542,291 千円 

建 物 81,767 千円 

計 624,059 千円 

上記に対応する債務 

上記資産には根抵当権が設定されていますが、 

当事業年度末において借入金はありません。 

（2）信用取引借入金の担保に供している資産  

投資有価証券 224,964千円 

商品有価証券 －千円 

顧客からの預り代用有価証券 45,543 千円 

計 270,507千円 

上記に対応する債務  

信用取引借入金 42,303 千円 

 

２．担保として差し入れた有価証券の時価額 

（上記１.を除く） 

信用取引貸証券 20,061 千円 

信用取引借入金の本担保証券 41,751 千円 

 

３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 1,147,923 千円 

信用取引借証券 8,924 千円 

受入保証金代用有価証券 2,697,503 千円 

  （再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

減価償却累計額 805,229 千円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 5,547,859千円 

短期金銭債務 18,588 千円 
 

 

 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）短期借入金の担保に供している資産 

土 地 542,291 千円 

建 物 201,461 千円 

計 743,752 千円 

上記に対応する債務  

上記資産には根抵当権が設定されていますが、 

当事業年度末において借入金はありません。 

（2）信用取引借入金の担保供している資産 

投資有価証券 263,054 千円 

上記に対応する債務  

信用取引借入金 46,323 千円 

 

 

 

 

２．担保として差し入れた有価証券の時価額 

（上記１.を除く） 

信用取引貸証券 65,938 千円 

信用取引借入金の本担保証券 47,010 千円 

 

３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 1,389,261 千円 

信用取引借証券 38,042 千円 

受入保証金代用有価証券 2,768,480 千円 

  （再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

減価償却累計額 777,022 千円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 5,861,831千円 

短期金銭債務 66,512 千円 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 27 年 4月 １日 

至 平成 28 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 
 

 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高      

営業収益 1,051 千円 

営業費用 215,271 千円 

営業取引以外の取引による取引高       ― 
 

 

 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益           5,101 千円 

営業費用           418,645 千円 

営業取引以外の取引による取引高      ― 
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〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

〔前 期〕（自 平成 27年 4 月 1日 至 平成 28 年 3 月 31 日） 

   １．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,949,000 株 

   ２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 0 株 

３．剰余金の配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 

 

決  議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 27 年 6月 25 日 

定 時 株 主 総 会 
19,745 千円 5 円 平成 27 年 3 月 31 日 平成 27 年 6 月 26 日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

 

 

決  議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 28 年 6月 24 日 

定 時 株 主 総 会 
287,329 千円 72 円 76 銭 平成 28 年 3 月 31 日 平成 28 年 6 月 27 日 

 

〔当 期〕（自 平成 28年 4 月 1日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,949,000 株 

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 0 株 

３．剰余金の配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 

 

決  議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 28 年 6月 24 日 

定 時 株 主 総 会 
287,329 千円 72 円 76 銭 平成 28 年 3 月 31 日 平成 28 年 6 月 27 日 

平成 28 年 10 月 27 日 

定 時 取 締 役 会 
127,552 千円 32 円 30 銭 平成 28 年 9 月 30 日 平成 28 年 11 月 15 日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

 

決議予定 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 29 年 6月 28 日 

定 時 株 主 総 会 
317,618 千円 80 円 43 銭 平成 29 年 3 月 31 日 平成 29 年 6 月 29 日 
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〔税効果会計に関する注記〕  

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 

前 期 

自 平成 27 年 4月 １日 

至 平成 28 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

繰越税金資産   繰越税金資産   

 退職給付引当金 170,742 千円 退職給付引当金 117,375 千円 

   長期未払金 55,680 千円 

 減損損失 33,327 千円 減損損失 33,327 千円 

 賞与引当金 27,630 千円 賞与引当金 29,188 千円 

 減価償却超過額 10,421 千円 減価償却超過額 9,678 千円 

有価証券評価減 7,568 千円 有価証券評価減 7,568 千円 

その他 31,542 千円 その他 24,970 千円 

繰越税金資産小計 281,232 千円 繰越税金資産小計 277,790 千円 

評価性引当額 △238,678 千円 評価性引当額 △239,310 千円 

繰越税金資産合計 42,554 千円 繰越税金資産合計 38,479 千円 

繰越税金負債   繰越税金負債   

 その他有価証券評価差額金 1,777,869 千円  その他有価証券評価差額金 1,520,169 千円 

繰越税金負債合計 1,777,869 千円 繰越税金負債合計 1,520,169 千円 

繰越税金負債の純増 1,735,314 千円 繰越税金負債の純増 1,481,689 千円 

 
     

 

〔法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額修正〕 

〔前期〕 

       「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15号）及び「地方税法等の一部を改正する等

の法律」（平成 28 年法律第 13 号）が平成 28 年 3 月 29 日に国会で成立し、平成 28 年 4 月 1 日以後に開

始する事業年度から法人税率の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 32.8％から、平成 28 年 4 月 1 日に開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については 30.7％に、平成 30 年 4 月 1 日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については 30.5％となります。この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税

金資産の金額を控除した金額）は 91,324 千円減尐し、その他有価証券評価差額金は 93,265 千円増加し、

法人税等調整額は 1,940 千円増加しております。 

 

〔当期〕 

       該当はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

〔金融商品に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 27 年 4月 １日 

至 平成 28 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

１．金融商品の状況に関する事項 １．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定

しております。 

信用取引資産及び信用取引負債に係る顧客の信用

リスクは、顧客管理に関する規程等に沿ってリスク低

減を図っております。 

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株

式については四半期ごとに時価の把握を行っていま

す。借入金の使途は主として短期運転資金でありま

す。 

 

同 左 

２．金融商品の時価等に関する事項 ２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 28 年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。  

                            (単位：千円) 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時 価（＊） 差 額 

(1) 現金及び預金 5,787,207 5,787,207 ― 

(2) 預託金 3,700,000 3,700,000 ― 

(3) 信用取引資産 1,304,831 1,304,831 ― 

(4) 投資有価証券 

その他有価証券  6,272,826 6,272,826 ― 

(5) 預り金 （3,374,404） （3,374,404） ― 

(6) 受入保証金 （389,413） （389,413） ― 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示し

ております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項  

(1)現金及び預金、(2)預託金及び(3)信用取引資産 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額 

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(4)投資有価証券 その他有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格、債券 

は証券業協会が公表する価格によっております。 

(5)預り金及び(6)受入保証金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。  

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融

商品は次のとおりであり、金融商品の時価の情報の

「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含まれて

おりません。 

(単位：千円) 

区 分 貸借対照表計上額 

① 非上場株式（＊） 101,026 

合 計 101,026 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、時

価開示の対象とはしておりません。 

平成 29 年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時   

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

            (単位：千円) 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時 価（＊） 差 額 

(1) 現金及び預金 6,094,585 6,094,585 ― 

(2) 預託金 5,700,000 5,700,000 ― 

(3) 信用取引資産 1,508,269 1,508,269 ― 

(4) 投資有価証券 

その他有価証券 5,440,092 5,440,092 ― 

(5) 預り金 (5,818,052) (5,818,052) ― 

(6) 受入保証金 (439,217) (439,217) ― 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示し

ております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項  

(1)現金及び預金、(2)預託金及び(3)信用取引資産 

同 左 

 

(4)投資有価証券 その他有価証券 

同 左 
 

(5)預り金及び(6)受入保証金 

同 左 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融

商品は次のとおりであり、金融商品の時価の情報の

「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含まれて

おりません。 

(単位：千円)   

区 分 貸借対照表計上額 

① 非上場株式（＊） 101,026 

合 計 101,026 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、時

価開示の対象とはしておりません。 
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〔関連当事者との取引に関する注記〕 

〔前期〕 

  関連当事者である親会社及び親会社の子会社との取引がありますが、一般の取引条件と同等の条件 

にて取引しているため注記の記載を省略しております。 

 

〔当期〕 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等の所有  

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取引金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期末残高 
 

 
 

 

 

 

 

 

親会社 
株式会社 

第四銀行 

被所有 

直接 100% 

営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 

 

 
 

 

 

 

 

339,074 
未払 

費用 

 

 
 

 

 

 

 

60,955 

(注 1)上記関連当事者との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれてい 

ます。 

(注 2)取引条件及び取引条件の決定方針等 

   仲介手数料の支払に係る料率については、取引条件を勘案して交渉により決定しております。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 27 年 4月 11 日 

至 平成 28 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 28 年 4月 11 日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

１. １株当たり純資産額 3,127 円 33 銭  １. １株当たり純資産額 2,994 円 31 銭 

２. 
 

１株当たり当期純利益 
 

147 円 27 銭 ２. １株当たり当期純利益 112 円 73 銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 27 年 4月 11 日 

至 平成 28 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 28 年 4月 11 日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額                    （単位：百万円） 

 

 

 

        

    

 

 

      

                

 

 

借入先の氏名又は名称 平成２8年３月期借入金額 平成２9年３月期借入金額 

日本証券金融(株) ４２ ４６ 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得 

価格、時価及び評価損益 

                               （単位：百万円） 
 

 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 

 取得価格 時 価 評価損益 取得価格 時 価 評価損益 

１．流動資産 － － － － － － 

（1）株券 － － － － － － 

（2）債券 － － － － － － 

（3）その他 － － － － － － 

２．固定資産 554 6,373 5,819 535 5,541 5,005 

（1）株券 554 6,373 5,819 535 5,541 5,005 

（2）債券 － － － － － － 

（3）その他 － － － － － － 

合  計 554 6,373 5,819 535 5,541 5,005 

（注）トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額   

時価及び評価損益 

（1）先物取引・オプション取引の状況 

① 株式 

     該当ありません。 

② 債券 

     該当ありません。 

 

（2）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

該当ありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、監査法人「有限責任 あずさ監査法人」による監査

を受けております。 

 

Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

  (1) コンプライアンス（内部管理）体制 

日本証券業協会（自主規制機関）の規則に則り、会社全体に責任を有する内部管理統括責任者（取

締役）ならびに同補助責任者を配置、また、各営業単位（支店等）に責任を有する営業責任者およ

び内部管理責任者を配置し、責任体制を推進しております。 
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 (2) コンプライアンスを推進する組織 

① コンプライアンス委員会は、コンプライアンス上の諸問題に対し審議する機関であり、取締役会

等の機能強化の一環として存続する社内組織です。 

② コンプライアンス本部は、コンプライアンスに関する問題を一元的に管理するとともに、営業活

動および取引状況を監視し、証券事故および紛争等の対応窓口となります。 

③  営業責任者および内部管理責任者は、営業活動が金融商品取引法その他の法令諸規則等に準拠

し、適正に遂行されているかを指導および監督する役割を担っています。 

④  内部管理責任者研修兼会議では、コンプライアンス（内部管理）の業務に関する連絡、周知お

よび徹底を目的とし研修も含め、営業現場のコンプライアンスに関する問題点等の改善に向けた

協議等が行われます。 

 

 

 

 

≪コンプライアンス推進体制≫ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

取  締  役  会  

コンプライアンス委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業責任者 内部管理責任者 

コンプライアンス本部 

 

 

 

 

 

内部管理責任者  

研修会議 

 

 

会  長 

 

 

 

 

社  長 

 

 
 

専 務 取 締 役 

 

 

 

常 務 取 締 役 
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組織の名称 職 務 分 掌 業 務 内 容 

監 査 課 １．社内監査に関する事項 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．コンプライアンスに関する事項 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

３．分別保管に関する事項 
 

 

 

 

 

 

 

４．主務官庁等の検査立会いに関する

事

項 
 

５．顧客からの苦情に関する事項 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

６．不適切行為・証券事故等に関する

事項 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

７．顧客残高照合等に関する事項 

 

① 監査計画の立案・実施 

② 監査結果に基づく講評、改善の指示 

③ 監査報告書の作成、管理 

④ 監査体制の確立 
 
  
① 法令、諸規則等の遵守状況の把握 

② コンプライアンスに関する制度の整備 

③ 教育及び研修の企画、立案、実施 

④ コンプライアンス事項に関する関係部署との連絡 

⑤ コンプライアンス委員会の事務局 
 
 
① 顧客資産の分別保管の管理状況把握及び監査 
 
 
① 主務官庁の検査立会いとその整備 

② 主務官庁への提出資料の作成、内容確認及び報告 
 
 
① 顧客からの証券取引に関する苦情等への対応 

② 苦情内容について関係部署への連絡、指示 

③ 苦情内容の把握及び解決のための活動の統括 

④ 紛争・訴訟等に関する処理 

⑤ 紛争・訴訟処理について関係部署への連絡、指示 
 
 

① 不祥事故等の調査及び処理 

② 不適切行為にかかる事故確認申請に関する対応、

届出及び処理 

③ 証券取引に関する事故等の調査及び処理 

④ 証券事故等についての関係部署への連絡、 指示 
 
 

① 取引残高報告書の回答書の管理 

② 返却郵便物の管理 

営業管理課 １．営業活動に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．顧客管理に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．営業事務管理に関する事項 

① 取引の把握及び適正営業のための指示、助言 

② 取引管理、考査に関する企画、立案 

③ 営業社員の遵守状況の審査 
 
 

① 顧客口座の登録に関する審査及び管理 

② 家族名義顧客の管理 

③ 新規顧客の前受金、前受証券の管理及び前受免除

の管理 

④ 信用供与顧客の管理 

⑤ 信用取引評価損益の管理 

⑥ 顧客カードの整備及び把握 

⑦ 顧客の取引状況の把握 

⑧ 大口顧客及び売買頻度の高い顧客の管理 

⑨ 取引内容の妥当性についての管理 

⑩ 郵便物に関する念書の審査及び管理 

⑪ 郵便物に関する念書顧客明細簿の作成及び管理 
 
 

①  顧客立替金、信用保証金、受渡遅延等の管理 

② 信用取引等の不能状態顧客の把握及び管理 

③ 営業社員に対する事務管理指導 

④ 代理人取引の管理 

⑤ 各営業店の経理担当者に対する前記各号に関す

る指導 
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組織の名称 職 務 分 掌 業 務 内 容 

売買審査課 

 

 

１．営業活動状況に関する事項 

 

 

 

 

２．有価証券の売買管理に関する事項 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．内部者取引の管理に関する事項 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

４．役職員等取引口座開設に関する事項 

 

 

５．主務官庁等からの照会による調査

資料の提出に関する事項 

 
 

 

 

 

６．利益相反の管理に関する事項 

 

① 営業社員の遵守状況の審査、指導 

② 営業社員の営業活動状況の管理 

③ 投資勧誘姿勢の審査、指導 

④ 取引の誠実性、公平性の審査、指導 
 
 
① 売買審査対象顧客の抽出 

② 売買審査対象顧客の売買審査 

③ 売買審査の結果に基づく措置 

④ 部店責任者等への指示、助言及び連絡 

⑤ 部店責任者等からの照会への対応 

⑥ その他顧客による不公正取引の防止のために必

要な業務 
 
 
① 内部者登録カード等の管理 

② 内部者取引の未然防止のための情報管理、売買

管理 

③ 未公開情報の管理 
 
 

① 役職員等取引口座開設届の管理 

② 役職員の株式等の売買取引の把握及び管理 

 

① 売買情報等の調査資料の内容確認及び報告 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

① 利益相反管理態勢の整備・検証 

② 対象取引の特定、管理方法の検証 

③ 利益相反の該当性の判断 

④ 上記③において条件付、不適正の場合 

 

 

経 理 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．受渡に関する事項 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

２．資産の運用に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

３．融資に関する事項 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

４．分別管理に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．顧客取引口座等に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

６．証券取引の税務に関する事項 

① 顧客との清算及び立替金、徴求書類等のチェッ

ク、管理 

② 金銭、有価証券の出納に係るチェック、管理 

③ 信用取引等の預託管理 
 
 

①  預金残高の統制、照合 

②  所有有価証券の担保運用、管理 
 
 

① 自己融資枠の担保管理 
 
 

①  顧客分別金の算定及び外部委託 

②  有価証券の顧客分と自己分の分別管理 
 
 
①  顧客コードの設定、変更、抹消に係る管理 

②  各種取引口座の設定、変更、抹消に係る管理 

③  取引残高報告書の発送に係る管理 
 
 
①  特定口座等証券取引税務に係る管理 
 
 

 ７．決算及び財務に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

８．主務官庁への対応に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

９．営業店に関する事項 

①  決算等関係書類の作成保管及び主務官庁等への

報告 
 
 
①  税務会計に係る主務官庁への立会いと準備 
 
 
① 営業店の経理処理のチェック、指導 
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２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

①  顧客分別金信託の状況 

                                                                  （単位：百万円） 

項  目 
平成 28 年 3 月 31 日現在の 

金額 

平成 29 年 3月 31 日現在の 

金額 

直近差替計算基準日の顧客 

分別金必要額 
３,６９４ ５,８４５ 

期末日現在の顧客分別金信 

託額 
３,７００ ５,７００ 

期末日現在の顧客分別金必 

要額 
３,４８７ ５,８４５ 

 

②  有価証券の分別管理の状況 

   イ. 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成 28 年 3月 31 日現在 平成 29 年 3月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 206,840 千株 522 千株 185,608 千株   716 千株 

債券 額面金額 7,636 百万円 23,121 百万円 7,956 百万円 44,655 百万円 

受益証券 口数 57,224 百万口 1,680 百万口 52,373 百万口 2,900 百万口 

その他 額面金額 － － － － 

 

ロ. 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 28 年 3月 31 日現在 平成 29 年 3月 31 日現在 

数  量 数  量 

株券 株数 ５,１５２千株 ３,９６７千株 

債券 額面金額 －百万円 －百万円 

受益証券 口数 ２５６百万口 １９３百万口 

その他 額面金額 － － 

 

   ハ.管理の状況 

 

 

種  類 会 社 の 保 管 形 態 

お客様からの預り金 

信 用 取 引 保 証 金 

先 物 取 引 証 拠 金 

募 集 等 受 入 金 

そ の 他 預 り 金 

 

 

 

金銭については、「分別管理に関する規程」に基づき計算した

金額を、三井住友信託銀行に預託しております。 
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国 内 株 式 

上 場 投 信 

 

 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度に

おいて取扱う振替株式等は、株式会社だいこう証券ビジネス（以

下「だいこう証券ビジネス」という。）において、会社の有価証

券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券について

は、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる

状態で管理しております。 

上記以外の株式については、当社金庫において、会社の有価証

券と顧客有価証券の保管場所を明確に区分し、顧客有価証券に係

る各顧客の持分が当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で

保管しております。 

； 

 

 

 

国 内 債 券 
国 内 投 信 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度に

おいて取扱う国債は、だいこう証券ビジネスにおいて、会社の有

価証券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券につ

いては、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別で

きる状態で管理しております。 

また、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済

制度において取扱う社債、株式等は、だいこう証券ビジネスにお

いて、会社の有価証券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧

客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分

を直ちに判別できる状態で管理しております。 

 

 
 

 

 

 

海 外 株 式 

海 外 債 券 

海 外 投 信 

 

 

取次母店又は海外カストディアンにおいて、自己の有価証券と

顧客有価証券とを区別させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分

は、当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で保管していま

す。ただし、自己の有価証券と顧客有価証券にかかる持分が判別

できる状態で保管させることができない場合には、当社の帳簿に

より自己の有価証券と顧客有価証券とを区分し、顧客有価証券に

かかる各顧客の持分が直ちに判別できるように管理しておりま

す。 

 

③  対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

   該当ありません。 

 

 (2) 金融商品取引法第 43 条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

 ①  商品顧客区分管理信託の状況 

該当ありません。 

② 有価証券等の区分管理の状況 

イ.  有価証券等の種類ごとの数量等 

該当ありません。 

ロ. 管理の状況 

該当ありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

①  法第 43 条の 3第 1項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

②  法第 43 条の 3第 2項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 
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〈参考時価情報〉 

  株券の参考時価情報 

   イ. 保護預り等有価証券 

 

平成 28 年 3月 31 日現在 平成 29 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

148,671 百万円 185 百万円 167,371 百万円 172 百万円 
   

 

 

 

ロ. 受入保証金代用有価証券 

 

平成 28 年 3月 31 日現在 平成 29 年 3月 31 日現在 

金  額 金  額 

2,525 百万円 2,670 百万円 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

   該当ありません。 

 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当ありません。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 


